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Ⅰ は じ め に

本稿の目的は, 『労働力調査特別調査』 『労働力

調査 (詳細結果)』 『就業構造基本調査』 などの公

表統計から, 日本の長期失業者の特徴を整理・検

討することにある｡

90 年代初めに 2％近くまで低下した失業率は,

90 年代を通じてほぼ一貫して上昇し, 2001 年以

降は 5％台で推移している｡ 2003 年平均の数字を

概観すれば, 全体では 5.3％と前年より 0.1％ポイ

ント減少したものの, 15‒24 歳層に限ると 10 人

に１人が失業している状態 (10.1％) である｡

このような雇用環境悪化の背景を検証すべく,

1990 年代から 2000 年代にかけて失業に関する実

証研究が多く蓄積された｡ 2000 年代の研究だけ

を挙げてみても, UV曲線に基づく構造的失業の

計測 (北浦ほか (2002), 鎌田・真木 (2003), 佐々

木 (2004) など), 部門間ショックが失業率に与え

る影響の検証 (Sakata (2002), 坂田 (2003) など),

フローデータなどを用いた失業からの流出確率の

計測 (Abe and Ohta (2001), 黒田 (2002), 太田・

照山 (2003) など) 等々, 多岐にわたる｡

蓄積が進む失業研究であるが, 未解明の部分も

多く残されている｡ 例えば 『労働経済白書』 では,

失業を需要不足失業と構造的・摩擦的失業に分解

しており, 失業全体の４分の１が需要不足による

もの, 4 分の３が構造的・摩擦的失業によるもの

と指摘している｡ しかし, 構造的失業の具体的な

中身, つまり何がミスマッチの原因であるかにつ

いての研究はまだ少ない｡ 黒田 (2001) は年齢別

や地域別のミスマッチ指標１)を計算して, 年齢間

ミスマッチや地域間ミスマッチに趨勢的な上昇傾

向がないことを確認している｡ 2002 年版の 『労

働経済白書』 では職業間のミスマッチ指標を計算

しているが, これも 90 年代に上昇傾向は見られ

ず, むしろ低下傾向が観察できる｡ 玄田・近藤

(2003) は, そもそも需要不足要因と構造要因は

不可分であり, 失業理由として増加しているのは

｢希望する仕事がない｣ というミスマッチと需要
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不足の両面を併せ持った失業であることを指摘し

ている｡ このように構造的失業一つ取り上げてみ

ても, その背景について明快な見解はいまだ得ら

れていない状態である｡

本稿で取り上げる長期失業者も, これまで解明

されていない部分が多い領域の一つである｡ 80

年代に長期失業者が急増した欧州とは異なり, 日

本では 90 年代の半ばまで失業者に占める長期失

業者の割合がそれほど高くなかったため, 統計的

に捉えることが難しく, 実証研究の蓄積が遅れて

いた｡

しかし, 1990 年代後半から 2000 年代にかけて,

失業期間が１年以上の長期失業者が急増している｡

『労働力調査特別調査』 および 『労働力調査 (詳

細結果)』 によれば, 92 年に 21 万人まで減少した

長期失業者は, 04 年 1‒3 月期には 112 万人にま

で増加した｡ 04 年時点では, 失業期間が３カ月

未満の失業者数は 111 万人, 3‒6 カ月未満が 50

万人, 6 カ月‒1 年未満が 54 万人であるから, 日

本の失業者のうち最も数が多いのは失業期間が 1

年以上の長期失業者ということになる２)｡ これほ

どまでに増加した長期失業者だが, 長期失業者の

みに特に注目した分析は, 筆者の知る限りでは

2002 年版の 『労働経済白書』 第６章, および労

働経済ユニット (2003) のみで, 増加の背景や原

因について詳しく検証した研究が求められてい

る３)｡

そこで本稿では 『労働力調査特別調査』 や 『就

業構造基本調査』 などの公表統計を用いて, 長期

失業者の特徴について明らかにしたい｡ 分析の際

には, 長期失業者の性別, 年齢, 学歴, 前職の離

職理由, 地域などの属性に特に注目する｡ 経済学

的には, 失業者は求職時に留保賃金を設定し, 留

保賃金が企業から示された賃金を上回らない限り

失業プールにとどまり続けると考えられる｡ 留保

賃金が高い失業者は失業プールに長期間滞留する

ことになるが, 留保賃金は過去の人的資本の蓄積

量や地域特性に大きく左右されるだろう｡ 一般に

は年齢が高いほど, 学歴が高いほど, 大都市圏で

あるほど留保賃金は高いと予想されるから, 例え

ば中高年失業者や大学卒失業者の長期失業者割合

(長期失業者/失業者) は, 他の属性における割合

よりも高いと予想される４)｡

本稿の構成は以下の通りである｡ Ⅱでは 『労働

力調査特別調査』 『労働力調査 (詳細結果)』 を用

いて, 長期失業者の特徴を年齢や学歴の面から明
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資料出所：『労働力調査特別調査』。�
　　　　　1984年から2001年までは２月に調査。�
　　　　　2002年から『労働力調査（詳細結果）』1―3月調査。�
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らかにする｡ Ⅲでは離職した失業者に注目して,

前職の離職理由と長期失業者の関係を見る｡ Ⅳで

は 『就業構造基本調査』 から長期失業者と地域の

関係を検証する｡ Ⅴで結論を述べる｡

Ⅱ 長期失業者の特徴

本節では 『労働力調査特別調査』 『労働力調査

(詳細結果)』 (以下, まとめて 『労調特別』 と記す)

の公表統計から, 長期失業者の特徴を年齢や学歴

の面から確認する｡ 前出の 2002 年版の 『労働経

済白書』 でも長期失業に関する図表が複数示され

ているが, 白書の性格上, 最新年度に限定した結

果が多いので, 本稿では時系列変化にも考慮して

分析する｡

１ 長期失業率の概観

図１は男女別の長期失業率 (折れ線グラフ), お

よび失業者に占める長期失業者の割合 (棒グラフ)

を 84 年から 04 年までの 20 年間について示した

ものである｡ 男女計の長期失業率の時系列変化を

追うと, 87 年の 0.60％をピークにいったん減少,

92 年に 0.33％まで低下した後に 98 年まで再び緩

やかに上昇, その後急激に上昇して 04 年には

1.71％に達している｡ 変動のピークや底は失業

率５)と一致しており, 長期失業率にラグがあるよ

うには見えない６)｡ また 99 年以降に長期失業率

が急上昇しているが, これも失業率が急上昇した

時期と一致している｡

男女別に見ると, 図の期間中, 男性の長期失業

率は常に女性の長期失業率を上回っている｡ 同時

期の失業率は, 97‒98 年ごろまでは女性のほうが,

99 年以降は男性のほうがおおむね高い水準を示

しており, 図の長期失業率とは様相が若干異なる｡

また 03,04 年は女性の長期失業率が減少する一方

で男性の長期失業率は上昇を続けており, 乖離が

拡大している｡

失業者に占める長期失業者の割合を示す棒グラ

フは, 93 年以降上昇傾向にあり, 99 年以降に急

上昇, 04 年には失業者の３分の１以上 (34.04％)
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資料出所：『労働力調査特別調査』�
　　　　　1982年は３月に調査。�
　　　　　1983年は６月に調査。�
　　　　　1984年から2001年までは２月に調査。�
　　　　　2002年から『労働力調査（詳細結果）』1―3月調査。�

注：グラフを見やすくするために３期間の移動平均をとった。�
　　MAUt＝（Ut＋Ut－1＋Ut－２）/３�
　　MAUt：t期における長期失業率の移動平均値�
　　Ut、Ut－１，Ut－２：t期，t－1期，t－２期の長期失業率�

3
15－24歳�
25－34歳�
35－44歳�
45－54歳�
55－64歳�
65歳以上�

2

1

0
84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04

図２　年齢別長期失業率の推移�

長
期
失
業
率
（
％
）�

（
＝
長
期
失
業
者
／
労
働
力
人
口
）�



が長期失業者で占められていることを示している｡

失業期間が１年未満の短期失業者と１年以上の長

期失業者は同率で増加しているのではなく, 長期

失業者のほうが増加率が高いことがわかる｡

２ 長期失業率と年齢の関係

以下では長期失業率上昇の背景を年齢の観点か

ら検証する｡

まず年齢別の長期失業率を確認することから始

めよう｡ 図２には 10 歳刻みの年齢別長期失業率

が描かれている｡ まず, 最も長期失業率が高い年

齢層が若年層ではなく 55‒64 歳層であることが,

年齢別失業率との大きな違いである｡ 15‒24 歳の

若年層の長期失業率は 55‒64 歳層の次に高い｡ 90

年代半ば以降はどの年齢層においても長期失業率

が上昇しているが, 年齢別失業率と同様に, 他の

年齢層と比較して 15‒24 歳, 25‒34 歳, 55‒64 歳

の各層は上昇幅が大きいことも特徴である｡ ただ,

55‒64 歳層の長期失業率は 03‒04 年にかけて上昇

が止まったようにも見える｡ 他方, 15‒24 歳,

25‒34 歳層の長期失業率は上昇を続けている｡

表１は, 94 年と 04 年について, 年齢別の長期

失業率を男女別に分けるなど, もう少し詳しく検

証した結果である｡

失業者に占める長期失業者の割合を見ると, 94

年, 04 年とも女性より男性のほうが高く, 特に

04 年の男性では４割以上が長期失業者となって

いる｡ 冒頭で述べた留保賃金との関係から見れば,
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表１ 年齢別長期失業率の詳細

男女計 男性 女性

94 年 04 年 94→04

差分

94 年 04 年 94→04

差分

94 年 04 年 94→04

差分

失業者数 (万人) 194 329 135 110 203 93 84 126 42

長期失業者数 (万人) 32 112 80 23 84 61 9 28 19

長期失業者数/失業者数割合

年齢計 0.16 0.34 0.18 0.21 0.41 0.20 0.11 0.22 0.12

15‒24 歳 0.11 0.29 0.18 0.13 0.41 0.28 0.09 0.18 0.09

25‒34 歳 0.13 0.30 0.18 0.22 0.42 0.20 0.08 0.17 0.09

35‒44 歳 0.18 0.37 0.19 0.24 0.47 0.23 0.13 0.33 0.21

45‒54 歳 0.24 0.37 0.13 0.29 0.47 0.18 0.18 0.23 0.05

55‒64 歳 0.19 0.36 0.17 0.22 0.39 0.17 0.10 0.29 0.19

65 歳以上 0.38 0.42 0.04 0.33 0.40 0.07 0.50 0.00 －0.50

失業率 (％) 2.99 5.02 2.03 2.83 5.25 2.42 3.23 4.69 1.45

長期失業率 (％)

年齢計 0.49 1.71 1.22 0.59 2.17 1.58 0.35 1.04 0.70

15‒24 歳 0.60 3.09 2.49 0.70 4.84 4.14 0.49 1.64 1.15

25‒34 歳 0.47 1.78 1.31 0.63 2.45 1.82 0.42 0.96 0.55

35‒44 歳 0.41 1.50 1.09 0.46 1.75 1.29 0.35 1.51 1.16

45‒54 歳 0.39 1.37 0.98 0.45 1.77 1.33 0.32 0.81 0.50

55‒64 歳 0.71 1.72 1.01 0.96 2.23 1.27 0.28 0.90 0.62

65 歳以上 0.74 1.08 0.34 0.77 1.36 0.59 0.67 0.00 －0.67

長期失業率に占める寄与度

15‒24 歳 0.08 0.29 0.21 0.08 0.39 0.31 0.08 0.19 0.11

25‒34 歳 0.09 0.41 0.32 0.13 0.57 0.44 0.08 0.22 0.15

35‒44 歳 0.09 0.31 0.21 0.10 0.36 0.26 0.08 0.30 0.22

45‒54 歳 0.09 0.31 0.21 0.10 0.39 0.29 0.08 0.19 0.11

55‒64 歳 0.11 0.31 0.20 0.15 0.41 0.26 0.04 0.15 0.11

65 歳以上 0.05 0.08 0.03 0.05 0.10 0.05 0.04 0.00 －0.04

注：寄与度の合計は年齢計の長期失業率にほぼ一致するが, 統計に丸め誤差があるため完全には一致しない｡

また女性の年齢別の数字に関しては, 計算の元の値が小さいため解釈には注意を要する｡

資料出所：『労働力調査特別調査』 (1994 年)｡

『労働力調査 (詳細結果)』 (2004 年 1‒3 月平均)｡
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(男性のほうが留保賃金が高いと考えられるので) 表

中の数字は予想と整合的だといえるだろう７)｡

年齢別に見た長期失業者の割合では, 45‒54 歳

層を中心として割合が高くなっており, 若年層で

は相対的に低い割合となっている８)｡ これも人的

資本の蓄積などを背景に, 年齢が高いほど留保賃

金が高くなり, 長期失業者が増加するとの予想と

整合的である｡

表中には年齢別長期失業率のほかに, 長期失業

率全体に占める各年齢階層の寄与度を示してある｡

図２で長期失業率の水準を見たときには, 15‒24

歳, 55‒64 歳層の値が高かったが, 寄与度で見る

と, 04 年の男女計・年齢計の長期失業率に最も

影響を与えているのは 25‒34 歳層で, 寄与率は約

25％ (＝0.41/1.71) である｡ 男性でも 25‒34 歳層

の寄与率が約 25％で一番大きい｡ 女性は長期失

業者数が少ないので数字の解釈に注意を要するが,

寄与率で一番大きいのは 35‒44 歳層の３割弱 (年

齢計 1.04％, 35‒44 歳層 0.30％) である｡

このように, 長期失業率が高い年齢層が長期失

業率全体に対する寄与率も高いとは限らない｡ こ

れは各年齢階層の労働力人口のサイズが異なるた

めである｡ 長期失業率が低水準でも, 全労働力人

口に占めるシェアが大きいと, 全体の長期失業率

に大きな影響を与えることがある｡ もしこのよう

な人口サイズの大きい年齢層が, 時間の経過に伴

い, 長期失業率の高い 55‒64 歳層に達すると, 各

年齢層の長期失業率が不変だったとしても, 全体

の長期失業率は見かけ上, 上昇するだろう｡ 長期

失業率上昇の背景を検証する際, このような見か

け上の効果は可能な限り排除する必要がある｡

そこで, 長期失業率の上昇のうち, どの程度が

労働力人口シェアの変化による見かけ上の効果で

説明できるかを, 以下のような要因分解式を用い

て検証してみる｡ ある�期の長期失業率��は,

労働力全体に占める各年齢層の労働力人口のシェ

ア���に, 各年齢層の長期失業率�
��
を乗じたも

のの和に等しい｡ さらに各年齢層の長期失業率

���は, 各年齢層の失業者�
��
に占める長期失業者

�����の割合 (���
��
/�

��
) と, 各年齢層の失業

率 (�
��
/�

��
) の積に分解できる｡
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つまり, 全体の長期失業率は, 各年齢層の労働力

人口シェア, 長期失業者割合, 失業率で表せる｡

このとき長期失業率の異時点間の変化, 例えば�
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と分解できる９)｡ ここでΔは当該変数の�期から

�＋１期への変化の差分を表す演算子であり, 上

付の棒線 ( ) は当該変数の�期と�＋１期の平

均値を表す｡ よって, 上式の右辺第１項は各年齢

層の失業率の変化が長期失業率全体に与える効果,

第２項は各年齢層の長期失業者割合が長期失業率

全体に与える効果, 第３項は各年齢層の労働力人

口シェアの変化が長期失業率全体に与える効果を

それぞれ表している｡

長期失業率の上昇が著しかった 94‒04 年の長期

失業率の変化を, 上式により分解した結果を表 2

に示した｡ 男女計・年齢計の行から見ると, 94‒

04 年の長期失業率変化 (1.22％ポイント) のうち,

労働力人口シェアの変化によって説明できるのは,

わずか－0.01％ポイントしかない｡ つまり労働力

人口シェアの変化による見かけ上の効果は, 長期

失業率の変化にほとんど影響を与えていないこと

になる10)｡ 長期失業率の変化を大きく左右するの

は, 失業率の変化と長期失業者割合の変化である｡

両要因のうち, 長期失業者割合の変化の効果は 5

割強, 失業率の変化の効果は４割５分程度で, 失

業者に占める長期失業者割合の増加が, 全体の長

期失業率により大きな影響を与えていることがわ

かる｡

第１次, 第２次ベビーブーム世代のように, 他

の世代より人口サイズが大きい層が存在するにも

8
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かかわらず, 労働力人口シェアの変化が長期失業

率の変化にほとんど影響を及ぼしていないのはな

ぜだろうか｡ そこでシェア変化要因を年齢層別に

見てみよう｡

表２には年齢計の３要因の効果を, 年齢層別に

見た内訳も示されている｡ これを見ると 25‒34 歳,

55‒64 歳, 65 歳以上層では労働力人口シェアの変

化が長期失業率を押し上げる方向に働いている｡

04 年の 25‒34 歳層は第２次ベビーブーム世代,

55‒64 歳層は第１次ベビーブーム世代にあたる｡

これら人口サイズが大きい世代にあたる年齢層で

は, 長期失業率を見かけ上, 上昇させる効果が働

いている｡ 他方, 人口サイズが相対的に小さい世

代にあたる年齢層では, 労働力人口シェアの変化

要因は長期失業率を低下させている｡ 長期失業率

を上昇させる効果が他の年齢層の低下させる効果

で相殺されているため, 労働力人口シェアの変化

要因全体で見たときには, 長期失業率にほとんど

影響を与えていないように見えたのである｡

失業率変化要因, 長期失業者割合要因は, すべ

ての年齢層で正の効果を持っている｡ ただし効果

の度合いは年齢層間で差が見られる｡ 失業率の変

化要因で最も高い効果を持っているのは 45‒54 歳

層である｡ 他の年齢層よりも失業率が低く, 94‒

04 年の失業率上昇幅も小さい 45‒54 歳層の効果

が高いのは, この年齢層の長期失業者割合が高い

ことと関係している｡ 表１で再確認すると, 45‒

54 歳層の長期失業者割合は若年層などの年齢層

に比べて高く, 04 年では４割に近づいている｡

失業率自体は他の年齢層よりも低水準だとしても,

長期失業者割合が高いため, 失業率のわずかな変

化が長期失業者をより多く増加させることになり,

結果として長期失業率を大幅に上昇させる要因と

なっている｡

長期失業者割合の変化要因で最も高い効果を持

つのは 25‒34 歳層, 次に 15‒24 歳層と若い年齢層

である｡ 若年層の効果が大きい背景には, 中高年

層に比べて長期失業者割合の上昇幅が大きかった

ことが挙げられる (表１参照)｡ 若年の長期失業

者割合の増加による効果は, 長期失業率全体の変

化の３割弱 (＝(0.16＋0.18)/1.22) を占めており,

94‒04 年の長期失業率上昇を説明する主要因の一

論 文 日本の長期失業者について
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表２ 長期失業率の要因分解 (年齢層ごとの効果)

94→04 年の

寄与度差分

差分の中身

失業率変化 割合変化 シェア変化

男女計 年齢計 1.22 0.52 0.68 －0.01

15‒24 歳 0.21 0.11 0.16 －0.06

25‒34 歳 0.32 0.10 0.18 0.04

35‒44 歳 0.21 0.10 0.13 －0.02

45‒54 歳 0.21 0.14 0.08 －0.01

55‒64 歳 0.20 0.04 0.12 0.03

65 歳以上 0.03 0.02 0.01 0.01

男性 年齢計 1.58 0.79 0.84 －0.02

15‒24 歳 0.31 0.15 0.23 －0.07

25‒34 歳 0.44 0.21 0.19 0.04

35‒44 歳 0.26 0.14 0.14 －0.02

45‒54 歳 0.29 0.19 0.11 －0.01

55‒64 歳 0.26 0.07 0.15 0.04

65 歳以上 0.05 0.03 0.01 0.01

女性 年齢計 0.70 0.26 0.42 －0.02

15‒24 歳 0.11 0.06 0.09 －0.04

25‒34 歳 0.15 0.02 0.10 0.03

35‒44 歳 0.22 0.08 0.16 －0.02

45‒54 歳 0.11 0.09 0.03 －0.01

55‒64 歳 0.11 0.01 0.08 0.02

65 歳以上 －0.04 0.00 －0.04 0.00

注：表１参照｡

資料出所：表１参照｡
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つとなっている｡

表２には男女別の結果に加えて, 男性のみ, 女

性のみの結果も表示している｡ 労働力人口シェア

の変化の効果が小さく失業率と長期失業者割合の

変化の効果が大きいこと, なかでも長期失業者割

合の変化の効果が最も大きいことなどは, 男女計,

男性, 女性で共通して確認できる｡ 細かいところ

では, 男性の失業率変化のうち, 25‒34 歳層の効

果が高いこと, 女性の長期失業者割合変化のうち

35‒44 歳層の効果が高いことなどが, 男女計の結

果と異なる｡ 男性の 25‒34 歳層に関しては, 長期

失業者割合が高いことに加えて, 労働力人口サイ

ズの大きさが寄与度を押し上げている｡ 同じ第 2

次ベビーブーマー世代であるが, 女性では結婚・

出産等で非労働力化する者の多い年齢層にあたる

ことから, 労働力人口サイズが男性よりも小さく

なり, 寄与度を低下させている｡ 男女計の数字は

男性の効果と女性の効果が相殺されたものである｡

３ 長期失業率と学歴

『労調特別』 では労働者の属性として学歴を把

握できることが, 『労働力調査』 にない特色の一

つとなっている｡ ただ学歴の分類が粗い場合や,

数字が前職のある失業者に限定されている場合が

多く, 制約が大きいこともあってあまり用いられ

ない項目でもある｡ そこで本稿では 『労調特別』

の非掲載表11) にある付加的な情報を利用して,

長期失業者と学歴の関係を確認してみたい｡

まず報告書掲載の統計表からも作成できる学歴

別の失業率を図３に示した｡ ここで計算に用いた

労働力人口と失業者は卒業者のみの数字であり,

在学中の者は除いてある｡ また 2002 年以降は年

平均の統計にのみ, 四つの学歴別 (小学校・中学

校, 高校・旧中, 短大・高専, 大学・大学院の４分

類｡ 以下, それぞれ中学卒, 高校卒, 短大卒, 大学

卒と記す) に分けた数字が公表されており, 01 年

以前と接続できないため, 四つの学歴が把握でき

る 01 年２月調査までの結果を示している｡

学歴別失業率の水準を比較すると, 86‒01 年に

かけて, おおよそ中学卒, 高校卒, 短大卒, 大学

卒の順に失業率の水準が低下することが確認でき

る｡ 特に大学卒の失業率は他の３学歴に比べて一

段低い水準である｡ ただ時系列変化の動向にはあ

まり差異がなく, どの学歴でも 91‒92 年近辺を底

にして失業率が上昇している｡

ところが長期失業率を描いた図４は図３とは若

10

資料出所：『労働力調査特別調査』。�
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干異なる様相を見せる｡ 期間を通じて, 大学卒の

長期失業率は短大卒の長期失業率とほぼ同水準で

あり, 高校卒の水準にもかなり接近している｡ ま

た中学卒の長期失業率のみが 90 年代末から急上

昇していることも特徴である｡ 図３と図４を比較

すると, 最も新しい 01 年における長期失業者割

合は, 中学卒および大学卒で高いことが予想でき

る｡

そこで年齢別の分析同様に, 長期失業率に関す

る詳細を示した表３を見てみよう｡ 1991 年時点

の男女計の数字では, 中学卒の長期失業者割合の

みが少し高く (0.24), 高校卒と大学卒の長期失業

者割合は約 2 割である｡ しかし 01 年には大学卒

における割合が急上昇し３割に近づく一方で, 高

校卒の長期失業者割合は２割５分にとどまってお

り, 乖離が生じている｡ これは主に男性の大学卒

の長期失業者割合が上昇したこと, および女性の

高校卒の長期失業者割合の増加が小さかったこと

による12)｡

長期失業率全体に対する寄与度では, 中学卒お

よび高校卒の寄与度が圧倒的に高い｡ 2001 年時

点での寄与率は, それぞれ 25％ (＝0.34/1.28),

50％ (＝0.65/1.28) であり, 中学卒, 高校卒が長

期失業率の水準に大きく影響していることがわか

る｡ ただ男女では影響の度合いに多少差異が見ら

れ, 男性では中学卒の影響が若干強く (3 割弱),

高校卒の効果が若干弱い (4 割５分) のに対し,

女性では中学卒の影響は小さく (2 割強), 高校卒

の影響が大きい (6 割強) ことが確認できる｡

寄与度の上昇幅で見ても, 高校卒の影響は大き

く, 長期失業率の上昇の約半分 (＝0.44/0.89) を

占めている｡ 長期失業率に与える高校卒の影響の

背景を検証するために, 前出の要因分解の手法を

用いて, 長期失業率上昇の要因を確認しよう｡ 表

4 には, 長期失業率の上昇を, 学歴内での失業率

の変化が長期失業率全体に与える効果, 各学歴内

での長期失業者割合の変化が長期失業率全体に与

える効果, 各学歴の労働力人口シェアの変化が長

期失業率全体に与える効果をそれぞれ示した｡

男女計・高校卒の行を見ると, 91‒01 年の長期

失業率上昇に最も影響がある要因は, 学齢内での

失業率上昇の効果で, 長期失業率上昇のうち約 4

分の 3 (＝0.33/0.44) を説明している｡ 長期失業

者割合の変化は残りの約４分の１を説明しており,

労働力人口シェアの変化は長期失業率にほとんど

影響を与えていない｡ 他の学歴でも失業率変化の

影響が大きく, 長期失業者割合の変化の影響が小

さいことは共通して観察される｡ ただ労働力人口

シェア変化の効果だけは, 中学卒では１割程度の

負の効果を持っている｡ これは 91‒01 年の間に中

論 文 日本の長期失業者について
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表３ 学歴別長期失業率の詳細

男女計 男性 女性

91 年 01 年 91→01

差分

91 年 01 年 91→01

差分

91 年 01 年 91→01

差分

失業者数 (万人) 129 311 182 78 188 110 51 123 72

長期失業者数 (万人) 24 83 59 17 60 43 7 22 15

長期失業者数/失業者数割合

学歴計 0.19 0.27 0.08 0.22 0.32 0.10 0.14 0.18 0.04

小学・中学 0.24 0.33 0.09 0.24 0.35 0.11 0.15 0.28 0.12

高校・旧中 0.19 0.25 0.06 0.22 0.29 0.08 0.15 0.20 0.05

短大・高専 0.08 0.18 0.10 0.00 0.31 0.31 0.11 0.12 0.01

大学・大学院 0.20 0.28 0.08 0.25 0.32 0.07 0.00 0.13 0.13

失業率 (％) 2.11 4.80 2.70 2.13 4.89 2.76 2.07 4.68 2.61

長期失業率 (％)

学歴計 0.39 1.28 0.89 0.46 1.56 1.10 0.28 0.84 0.55

小学・中学 0.59 1.98 1.39 0.67 2.45 1.78 0.32 1.20 0.88

高校・旧中 0.43 1.35 0.92 0.52 1.57 1.05 0.31 1.05 0.74

短大・高専 0.17 0.77 0.60 0.00 1.32 1.32 0.26 0.49 0.23

大学・大学院 0.20 0.84 0.64 0.24 0.96 0.72 0.00 0.38 0.38

長期失業率に占める寄与度

小学・中学 0.15 0.34 0.19 0.16 0.44 0.28 0.08 0.19 0.11

高校・旧中 0.21 0.65 0.44 0.25 0.73 0.48 0.16 0.53 0.37

短大・高専 0.02 0.11 0.09 0.00 0.10 0.10 0.04 0.11 0.07

大学・大学院 0.03 0.17 0.14 0.05 0.26 0.21 0.00 0.04 0.04

注：寄与度の合計は学歴計の長期失業率にほぼ一致するが, 統計に丸め誤差があるため完全には一致しない｡

また女性の学歴別の数字に関しては, 計算の元の値が小さいため解釈には注意を要する｡

資料出所：『労働力調査特別調査』 非掲載表｡

表４ 長期失業率の要因分解 (学歴ごとの効果)

91→01 年の

寄与度差分

差分の中身

失業率変化 割合変化 シェア変化

男女計 学歴計 0.89 0.66 0.26 －0.06

小学・中学 0.19 0.20 0.08 －0.09

高校・旧中 0.44 0.33 0.11 －0.01

短大・高専 0.09 0.04 0.04 0.02

大学・大学院 0.14 0.09 0.03 0.02

男性 学歴計 1.10 0.78 0.35 －0.06

小学・中学 0.28 0.25 0.12 －0.09

高校・旧中 0.48 0.35 0.14 0.00

短大・高専 0.10 0.03 0.06 0.01

大学・大学院 0.21 0.14 0.04 0.03

女性 学歴計 0.55 0.43 0.20 －0.05

小学・中学 0.11 0.09 0.08 －0.07

高校・旧中 0.37 0.29 0.09 －0.01

短大・高専 0.07 0.04 0.01 0.03

大学・大学院 0.04 0.01 0.02 0.00

注：表３参照｡

資料出所：表３参照｡



学卒のシェアが低下したことを反映している｡ 同

時期に短大卒, 大学卒のシェアは増大しているが,

シェアの増大が長期失業率に与える効果はそれぞ

れ 0.02 と小さい｡ 中学卒のシェアの減少は長期

失業率全体を押し下げる方向に寄与していたとい

える｡ また表には男性および女性の結果も示され

ているが, 失業率上昇の効果が大きく, 長期失業

者割合の効果が小さいという結果は, 男女計の結

果と類似の傾向を示している｡

Ⅲ 長期失業者と離職理由

次に, 長期失業者と前職の離職理由との関係を

確認してみる｡ 『労調特別』 には前職のある労働

者に対して, 前職の離職理由を尋ねる設問があり,

離職理由として, 会社倒産や閉鎖, 解雇や人員整

理, 定年, よりよい条件を探すためなどの項目が

設定されている｡ このうち会社倒産や解雇などの

現象は突発的あるいは短期のうちに実施されるた

め, 求職活動にあたって十分に準備することがで

きず, 失業が長期化しやすいと考えられる｡ 反面,

よりよい条件を探している場合には, 就業しなが

ら求職活動 (on the job search) できるため, 失

業が長期化しにくいと考えられる｡ また Gibbons

and Katz (1991) は, 解雇された失業者は倒産に

よる失業者に比べて能力が低いために, 次の仕事

を見つけにくく失業が長期化しやすいことを指摘

している｡ 『労調特別』 では 01 年から倒産と解雇

を分けて把握することができるが, では解雇され

た失業者のほうが倒産による失業者に比べて長期

失業者割合が高いのだろうか｡

図５は前職の離職理由別のうち失業者数が多い

項目について, 長期失業者割合を計算したもので

ある13)｡ 図５からは, 倒産や解雇を理由として離

職した失業者で長期失業者割合が高く, かつ割合

が上昇していることがわかる｡ 事業不振・先行き

不安あるいは定年といった理由では割合の上昇傾

向は確認されない｡ よりよい条件を探すという理

由で離職した失業者は, 長期失業者割合が相対的

に低水準であり, 就業しながらの求職活動が可能

という予想と整合的である｡ ただ, 水準は低いも

のの, 増減を繰り返しながら次第に割合が上昇し

ており, 必ずしも職が早く見つかるとは言えなく

なってきている｡ 男性のグラフではこの傾向が顕

著に現れており, よりよい条件を探すために離職

した失業者でも, 04 年には３分の１以上

(37.50％) は１年以上の長期失業者となっている｡

表５は離職理由のうち特に倒産と解雇14)に限定

して, 長期失業者割合を計算したものである｡ 年

齢計の数字を見る限り, 解雇された失業者で長期

失業者割合が高いという傾向は観察されない｡

2000 年前後は特に大手製造業で大規模な人員削

減が実施され, 中高年労働者の失業者増加が喧伝

されたが, 計算を 45 歳以上の数字に限定してみ

ても, 解雇失業者のほうが長期失業者割合が低い

年がある｡ ただ本節での計算は学歴水準や勤続年

数などの変数で制御していない結果であるから,

解釈には一定の留保がつくだろう｡

Ⅳ 長期失業者と地域

最後に長期失業者と地域の関係を確認しよう｡

本節では地域別の長期失業をより詳細に把握する

ために, 前節までの 『労調特別』 の代わりに 『就

業構造基本調査』 (以下, 『就調』 と記す) を用い

て分析する｡

月末１週間の実際の就業状態を尋ねる 『労調特

別』 に対して, 『就調』 では普段の就業状態を尋

ねている点が異なる｡ 『就調』 では, まず調査対

象が普段就業しているか否かで有業者と無業者に

区分される｡ 無業者についてはさらに就業を希望

するか否かが質問され, 希望する者にはさらに現

在求職中であるか否かを尋ねている｡ この無業・

就業希望・求職者を失業者とみなして, 有業者と

求職者の合計を分母に, 求職者を分子とすれば,

ふだんの就業状態で見た失業率が計算できる｡ さ

らに失業者は求職期間別に把握することが可能な

ので, 1 年以上求職中の失業者を長期失業者とみ

なし, これを有業者と求職者の合計で除せば長期

失業率が計算できる｡ このようにして求められた

長期失業率は 『労調特別』 の数字とは比較できな

いが, 『就調』 の範囲内で数字を比較することが

可能である｡

図６には 『就調』 の非掲載表の結果を用いて,

論 文 日本の長期失業者について
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1992 年, 97 年, 2002 年について, 都道府県別の

長期失業率を示した｡ 『労働力調査』 や 『国勢調

査』 から計算された失業率が西高東低なのは先行

研究でも指摘されているが15), 図６は長期失業率

に関しても同様の傾向があることを示している｡

特に近畿では 92,97,02 年とも全国平均を上回る

府県が多く, かつ 90 年代中に長期失業率が急激

に上昇している｡

図７の長期失業者割合の図でも, 近畿は他地域

に比べ長期失業者の割合が高く, 他地域に比べて

雇用環境が悪化していることを再確認できる｡ し

かし, 割合の差は長期失業率における差ほどは大

きくなく, 他にも東北や四国などで長期失業者割

合の高い県が観察される｡ 留保賃金との関係で言

えば, 東京や名古屋, 大阪のような大都市を含む

地域では, 長期失業者割合が高くなると予想され

14
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　　　　　2002年から『労働力調査（詳細結果）』1―3月調査。�
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るが, 図７を見る限りは特に大都市やその周辺で

長期失業者割合が高いとはいえない｡

図８には地域別の長期失業率と短期失業率の動

きを平面に描いた｡ 失業率全体は短期失業率 (＝

求職１年以内の求職者/(有業者＋求職者)) と長期失

業率の和で表されるから, 図中の平面上で右上に

布置されるほど失業率が高く左下ほど失業率が低

いことになる｡ さらに, 図は全国平均の値を基準

に, 四つの象限に分割されている｡ 右下に布置さ

れた場合は, 短期失業率は高いが長期失業率は低

いことを表しており, 失業への流入は大きいが失

業は長期化せず, すぐに失業プールから脱出する

ことを示している｡ 逆に左上に布置された場合は,

失業への流入は小さいが, いったん失業してしま

うと失業が長期化することを示している｡ 左下に

布置された場合は, 失業への流入も少なく, 失業

自体も長期化しない傾向があることを示している｡

図８では 92,97,02 年に共通して短期失業率と

長期失業率に正の関係が観察され, 短期失業率が

高い地域では長期失業率も高くなる傾向があるこ

とが確認できる｡ ただ地域によっておおよそ布置

される場所は決まっており, 例えば近畿や九州な

どは短期失業率も長期失業率も全国平均より高い

右上の象限に入ることが多いようである｡ 東京を

含む南関東は 97 年までは右上の象限に入ってい

たが 02 年には右下の象限, つまり短期失業率が

高く長期失業率が低い象限に入っている｡ これは

他地域に比べて南関東では, 失業への流入は大き

いが失業が長期化しなくなったことを示唆してい

る｡ 東海, 北関東・甲信, 中国の各地域はどの年

でもおよそ左下の象限に布置され, 長期失業率も

短期失業率も全国平均より低い部類に区分されて

いる｡ 北陸だけはさらに左下の位置に布置されて

おり, 全体的な失業率が低く, 短期および長期の

失業率も低い特異な地域であることがわかる｡

このように失業率の水準は経年的に上昇してい

論 文 日本の長期失業者について
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　　　注：影の部分は地域区分を表している。�
資料出所：『就業構造基本調査』非掲載表。�
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表５ 離職理由別の長期失業者割合の比較 (倒産と解雇)

総数

会社倒産

閉鎖

人員整理

解雇

年齢計 2001 20.33 25.00 29.17

2002 26.64 30.00 27.66

2003 29.78 34.29 27.08

2004 32.10 41.94 37.50

45 歳以上 2001 26.76 25.00 30.77

2002 32.17 42.86 25.93

2003 37.93 33.33 25.93

2004 34.65 27.78 36.84

注：男女計の数字｡

資料出所：2001 年は 『労働力調査特別調査』｡

2002 年から 『労働力調査(詳細結果)』 1‒3 月調査｡
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ても, 短期失業率, 長期失業率の関係は各地域で

安定的であることが確認できる｡ これは, 失業が

長期化したとしても, 他地域へ移動して求職活動

することは少なく, 自地域内で求職活動を継続す

る失業者が多いことを示唆している｡ このように

労働市場が地域で分断されている場合, 失業者あ

るいは長期失業者に対する対策は, 各地域の労働

市場の特性 (年齢構成, 産業など) に応じて設定

される必要性が高まるだろう｡

Ⅴ お わ り に

本稿では, 『労働力調査特別調査』 『就業構造基

本調査』 などの公表統計から, 日本の長期失業者

の特徴を, 年齢, 学歴, 離職理由, 地域などの観

点から整理, 検討した｡ 特に年齢と学歴に関する

分析では, 要因分解の手法を用いて失業率の変化

や長期失業者割合の変化, 労働力人口シェアの変

化が長期失業率の変化に及ぼす影響を検証した｡

長期失業者割合が高いのは, 例えば中高年層や

中学卒の失業者である｡ これらの失業者はいった

ん失業してしまうと長期失業者になる可能性が高

い｡ しかし, 全体の長期失業率の変化に大きく影

響しているのは, 年齢別に見れば若年層であり,

学歴の観点から見れば高校卒である｡ 要因分解の

結果からは, 若年層で長期失業者割合が増加した

ことの効果が, 高校卒で学歴内の失業率が上昇し

たことの効果が, それぞれ長期失業率全体の変化

に大きな影響を与えていた｡ 離職理由別の分析か

らは, 倒産や解雇といった突発的なあるいは短期

のうちに実施される施策により離職した失業者で

長期失業者割合が高いことが明らかになった｡ 地

域別の検証では, 長期失業率には地域間でばらつ

きがあること, また各地域の失業率, 長期失業率

に関する特徴は 1990 年代から 2000 年代にかけて

変化せず安定的であったことが示された｡

本稿の分析では, 上記のような, 長期失業に関

するいくつかの事実を発見することができたが,

課題も多く残されている｡ 例えば学歴別に見たと

きに留保賃金が高いと予想される大学卒の長期失

業者割合は, かならずしも中学卒や高校卒より高

いわけではない｡ 中学卒や高校卒の長期失業者割

合が高いことは, 労働供給側の要因だけではなく,

需要側の需要シフトの影響もあると考えられる｡

特に 1980‒2000 年代はコンピューターの普及など

技術革新が進んだため, よりスキルの高い労働者

の需要が増加した可能性がある｡ このような需要

側の要因と長期失業の関係について一層の研究が

16

　　　注：影の部分は地域区分を表している。�
資料出所：『就業構造基本調査』非掲載表。�
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望まれる｡

また, 本稿では年齢と学歴を個別に取り扱って

いるが, 年齢層によって学歴分布は異なるから,

本来は年齢と学歴を同時に扱う必要があるだろう｡

『労働力調査特別調査』 の非掲載表には年齢と学

歴を同時に考慮できる数字も掲載されており, 分

析自体は可能だが, 各セルの数字が非常に小さく

なり丸め誤差の影響を受けやすくなってしまう｡

これを分析する際には, 公表統計ではなく丸め誤

差の影響を受けない個票データの利用が必須とな

ろう｡

また地域別の数字についても, 各地域の年齢構

成を調整して分析したり, 他の指標, 例えば製造

業比率や賃金率との関係を検証することも残され

た課題である｡ 属性や項目ごとに分割すると長期

失業者数が少なくなってしまうという分析上の困

難はあるが, さらなる研究の蓄積が望まれる｡

1) ミスマッチ指標については, Layard, Nickell and

Jackman (1991) を参照｡ 日本の先行研究としては, 桜井・

橘木 (1988), Tachibanaki and Sakurai (1991) などを参

照｡

2) ここでの失業期間とは調査時点までの失業期間であり,

正確には中途失業期間と呼ばれる｡ これに対し, 失業の発

生から完結までの失業期間を完結失業期間と呼ぶ｡ 一定の

仮定の下では, 完結失業期間は中途失業期間の２倍となる

(Akerlof and Main (1981))｡ 中途失業期間と完結失業期

間に関する詳細は, 例えば橘木 (1984), 水野 (1992) 第 6

章, 本川 (1996) を参照｡

3) 長期失業者ではなく, 失業の長期化に関する研究は日本

でも数多くあり, その代表例は失業保険給付の増額や給付

期間の延長が失業期間を増加させるか否かに関する検証で

ある｡ 例えば橘木 (1984), 大竹 (1987), 大日 (2002), 小

原 (2002) など｡

4) 失業率には労働の需給両面が影響するので, 労働供給側

の要因だけを見て, 年齢や学歴などが高いほうが高失業率

だとは単純には言えない｡ 事実, 失業率が高いのは, 年齢

別に見れば若年層であり, 学歴別に見れば中学卒や高校卒

である｡

5) 通常用いられる完全失業率, つまり１年未満の短期失業

者と１年以上の長期失業者の合計を労働力人口で割った失

業率のこと｡ 以下, 単に ｢失業率｣ と記したときにはこの

完全失業率を指す｡

6) 試みに完全失業率を 『労働力調査』 年平均, 『労働力調査』

2 月調査についても計算してみたところ, 『労働力調査』 2

月調査は 『労調特別』 と同じく 87 年にピーク, 92 年に底

を示している｡ 『労働力調査』 年平均では底が 91 年にずれ,

急上昇の時期も１年早い 98 年である｡

7) 女性の場合は失業プールに滞留せずに非労働力化する求

職意欲喪失者が多いと考えられるから, 長期失業者割合の

男女差をすべて留保賃金で説明できるわけではないことに

は注意を要する｡

8) 2003 年版の 『経済財政白書』 には, 年齢別に見た長期失

業者割合の時系列変化が, 90 年代半ばから 2000 年代にか

けて示されている｡ 小池 (1984) によれば, 70 年代から 80

年代にかけても, 中高年層に比べ若年層のほうが長期失業

論 文 日本の長期失業者について
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資料出所：『就業構造基本調査』非掲載表。�

図８　地域別長期失業率と短期失業率�
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者割合が低いという結果が出ている｡

9) 分解式はHitomi ����. (2001) を参照した｡

10) 労働経済ユニット (2003) は失業率に関して本稿と似た

要因分解の手法を用いて, 15 歳以上人口や労働力人口の高

齢化による見かけ上の効果は, むしろ失業率を引き下げる

方向に働いていたことを明らかにしている｡ これは失業率

の高い若年層の寄与度が低下したためである｡

11) 非掲載表は総務省統計局で誰でも閲覧可能である｡

12) 女性の大学・大学院卒の長期失業者割合は 91‒01 年で

0.13 上昇しており, 効果が大きいように見えるが, 統計上

は０万人から１万人への増加にとどまっており, 統計の丸

め誤差による影響を排除できない｡

13) 『労調特別』 はときどき離職理由を改訂するため, 図には

離職理由がある程度接続可能な 95‒04 年の数字のみを記載

した｡

14) 解雇の数字には, 2000 年前後に大規模製造業で実施され

た早期退職優遇制度の利用者は含まれない｡

15) 例えば 2002 年版の 『労働経済白書』 第２章を参照｡ 80

年代の地域失業分析としては, 例えば水野 (1992) 第８章

を参照｡
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